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申請について 
担当者が不在の場合もありますので、来庁の際には御予約をお願いします。 
 

申請窓口について 
１ 申請先 盛岡市若園町２番１８号 盛岡市役所若園町分庁舎３階 

環境部廃棄物対策課  

２ 連絡先 電話：019-626-7573（ダイヤルイン）、019-651-4111（代表） 

電子メール：haitai@city.morioka.iwate.jp 

 

事前協議について 
新規許可・変更許可申請の場合は、廃棄物処理施設の設置にあたって事前協議が必要とな

るため、あらかじめ御相談ください。 
 

申請に必要なもの（申請書類） 
１ 申請書（事業計画の概要を記載した書類等を含む。） 

２ 添付書類（詳細は添付書類一覧表を御確認ください。） 

３ 申請手数料（P.5の申請手数料一覧を御確認ください。） 

※１ 手数料は、盛岡市収入証紙を台紙に貼り付けて提出してください。 

※２ 申請書類はＡ４サイズの二つ穴ファイルに綴じて提出してください。 

※３ 申請書類の提出部数は、１部です。（提出用とは別に、保管用に控えを１部作成して

ください。） 

４ 申請担当者の本人確認書類（名刺等） 

審査について 
１ 提出いただいた申請書類については、提出時に窓口又は電話で形式審査を行います。 

  （書類の記載漏れ、添付書類の提出漏れの有無等。） 

２ 申請後に廃棄物処理施設の調査を行います。 

３ 受理した申請書類の審査において、必要な書類の追加提出をお願いする場合があります。 

許可申請書の記入上の留意事項 
１ 次の事項及び記載例を参考のうえ記入してください。 

２ 申請日は、空欄で持参し、申請時に書き込んでください。 

３ 電話番号は処理業の窓口になる番号を記入してください。 

４ 事業の範囲は、中間処分の方法ごと、又は、埋立処分ごとに取り扱う産業廃棄物の種類を

記入してください。 

５ 「廃プラスチック類」、「金属くず」、「ガラスくず・コンクリートくず（工作物の新築、改

築又は除去に伴って生じたものを除く。）及び陶磁器くず」３品目すべてを取り扱う場合、

自動車等破砕物を取り扱うかどうかを明記してください。（「自動車等破砕物を含む」、又

は「自動車等破砕物を除く」） 

６ 石綿含有産業廃棄物を取り扱うかどうかを明記してください。 

（「石綿含有産業廃棄物を含む」、又は「石綿含有産業廃棄物を除く」） 

７ 水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等を取り扱うかどうかを明記してくださ

い。 

  （「水銀使用製品産業廃棄物及び水銀含有ばいじん等を含む。」「水銀使用製品産業廃棄物

を含む。また、水銀含有ばいじん等を除く。」「水銀使用製品産業廃棄物及び水銀含有ばい

じん等を除く。」等） 

８ 押印は委任状、経営診断書以外は不要とします。 
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添付書類作成にあたっての留意事項 

 
１ 事業計画の概要 

(1) 廃棄物の種類は、法令に基づく廃棄物の種類を記入してください。 

1 燃え殻 11 がれき類 

2 汚泥 12 ばいじん 

3 廃油 13 紙くず 

4 廃酸 14 木くず 

5 廃アルカリ 15 繊維くず 

6 廃プラスチック類 16 動植物性残さ 

7 ゴムくず 17 動物系固形不要物 

8 金属くず 18 動物のふん尿 

9 

ガラスくず、コンクリートくず（工作物

の新築、改築又は除去に伴って生じたも

のを除く。） 

及び陶磁器くず 

19 動物の死体 

10 鉱さい 20 
産業廃棄物を処分するために処理したも

の 

※事前協議及び設置許可の内容により品目限定が付されることがあります。その場合は、限定条件

についても正確に記載してください。 

 

(2) 予定排出事業場が、工事現場等で特定できない場合は、排出事業者の所在地に加えて、 

「（盛岡市内各工事現場）」と記入してください。 

 

２ 施設等に関する書類 
(1) 中間処理施設（※） 

① 施設の構造を明らかにする図面（平面図、立面図、断面図、構造図、設計計算書） 

  

(2) 最終処分施設（※） 

① 施設の構造を明らかにする図面（平面図、立面図、断面図、構造図、設計計算書） 

② 周囲の地形、地質、地下水の状況を明らかにする書類及び図面 

③ 埋立の現状図面、残余容量計算書 

 

※＜新規・変更許可の場合＞ 

   設置許可対象施設又は事前協議を終了している施設については、設置許可証又は事前協議結果

通知の写しを添付することにより(1)①、(2)①②の書類を省略することができます。 

 

※＜更新許可の場合＞ 

   Ａ４様式の用紙に「施設に変更が無い」旨を記載した書類を添付することにより(1)①、(2)①

②の書類を省略することができます。 

   なお、施設の現地確認により、必要に応じて現況の図面等の提出を求める場合があります。 

 

(3) 施設の所有権を有することを証する書類 

・売買契約書の写しまたは賃貸契約書の写し（所有者の使用権原を明確に確認できる書類。） 

※Ａ４様式の用紙に「施設に変更が無い」旨を記載した書類を添付することにより書類を省略す

ることができます。 
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３ 事務所、事業場に係る法務局発行の公図及び登記事項証明書について 
(1) 事務所：産業廃棄物処分業に係る契約事務を行う場所 

・法務局発行の公図及び建物の不動産登記事項証明書を提出してください。 

・公図には事務所の平面図を記載してください。（公図に示した事務所所在地が住居表示と異なる

場合は、申請書の事務所欄にカッコ書きで地番を追記してください。） 

・住宅地図の写しを提出してください。（周辺の地図がわかるもの。） 

・事務所建物を借用している場合には賃借契約書の写しを添付してください。 

（申請書第１面の事務所の所在地において、住居表示又は地番表示と整合が取れているものに

限ります。） 

・事務所建屋が登記されていない場合には、事前にご相談ください。 

(2) 事業場 

・法務局発行の公図、土地の不動産登記事項証明書を提出してください。 

・公図には事業場の平面図を記載してください。 

・住宅地図の写しを提出してください。（周辺の地図がわかるもの。） 

・土地を借用している場合には賃借契約書の写しを添付してください。 

（申請書第１面の事業場の所在地において、地番表示と整合が取れているものに限ります。） 

・地目が畑、田の場合は農地転用許可証の写しを添付してください。 

 

４ 産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会の修了証の写し 
(1) 次に掲げるいずれかの者が(公財)日本産業廃棄物処理振興センターが実施する産業廃棄物又は

特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会の処分課程（新規許可申請の場合は原則と

して新規許可講習とし、更新許可申請及び変更許可申請の場合は新規許可講習又は更新許可講習

とする）を修了した者であることが必要です。 

 法人の代表者（個人である場合は申請者） 

 法人の業務を行う役員(監査役、相談役、顧問等は該当しない場合があります。） 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年政令第 300号。以下「施行令」という。）

第 6条の 10に規定する使用人。具体的には、本店、支店、事務所又は事業場（積替え、保管

施設）の代表者であって、盛岡市における処分業に係る契約を締結する権限を有する使用人。 

(2) 講習については、次に掲げるものが有効です。 

① 新規許可申請の場合 

・新規許可講習・・・許可申請の日から起算して５年前までに修了したもの。 

・更新許可講習（他県等で既に産業廃棄物の処分業の許可を取得している場合、又は、既に産

業廃棄物の処分業の許可を取得している個人事業者が法人化する場合であって同一の者が講

習を受講した場合に限ります。また、特別管理産業廃棄物の処分業の申請にあっては、同様

に、他県等で既に特別管理産業廃棄物の処分業の許可を取得している場合等に限ります。）・・・

許可申請の日から起算して２年前までに修了したもの。 

② 更新許可申請の場合 

・新規許可講習・・・許可の申請の日から起算して５年前までに修了したもの。 

・更新許可講習・・・許可の申請の日から起算して２年前までに修了したもの。 

③ 変更許可申請の場合 

直前の許可申請で添付したもの。ただし、講習会の修了者が退社等により不在の場合は、次

のものを提出してください。 

・新規許可講習・・・許可の申請の日から起算して５年前までに修了したもの。 

・更新許可講習・・・許可の申請の日から起算して２年前までに修了したもの。 

 (3) 特別管理産業廃棄物処分業の講習会の修了証で産業廃棄物処分業の許可申請をすることもでき

ます。（※収集運搬課程で、処分課程を兼ねることはできません。） 

 

 

 

 

 

○講習会の受講に係る問い合わせ先：一般社団法人岩手県産業資源循環協会 

〒020-0023 盛岡市内丸 16-15 内丸ビル 5F 電話 019-625-2201 
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５ 事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書面 
(1) 資金を借入する場合は、融資証明書及び返済計画を添付してください。 

(2) 新たに資金を調達する必要がない場合は、その理由を明記してください。 

 

６ 直前 3年の法人税の納税証明書（法人の場合） 
(1) 納税証明書は税務署で発行する「その１ 納税額等用」を添付してください。 

(2) 税金は完納されている必要があります。 

(3) 新規法人で、実績がなく３年分の納税証明ができない場合は、設立後５か年の事業計画書を添

付してください。 

 

７ 資産調書、所得税の納税証明書（個人の場合） 
(1) 納税証明書は税務署で発行する「その１ 納税額等用」を添付してください。 

(2) 税金は完納されている必要があります。 

(3) 直前３年間の納税証明書、源泉徴収票の写し、及び直前の預貯金残高証明書、固定資産評価証

明書を添付してください。 

 

８ 定款（又は寄附行為）の写し及び法人の登記事項証明書 
定款（又は寄附行為）については、申請者により余白に原本であることの証明をしてください。

（「この定款は、原本と相違ないことを証明します。」と「日付」、「代表者名」を記載してください。） 

 ※組合、非営利法人等の場合は、代表理事以外の理事等の選出に係る総会の議事録の写しを添付し

てください。（代表理事等による、原本照合したもの。） 

 

９ 中小企業診断士の経営診断書 
債務超過の場合には、中小企業診断士の経営診断書が必要です。 

(1) 債務超過とは、総資産（総資産から総負債を引いたもの）がマイナスになっている状態をいい

ます。 

(2) 診断書は以下の基本的事項を含むものとしてください。 

① 診断者の記名及び押印又は署名 

② 債務超過に至った原因及び現状分析等 

③ 債務超過を解消するための事業改善計画（経営改善のための具体的な方策を記載すること。） 

④ 事業改善計画に基づいて作成した今後５年間の収支計画書（各期の売上高、売上原価、販売

費及び一般管理費、営業外収益、営業外損益、経常利益、特別利益、特別損失、税引前当期利

益、当期利益、前期繰越利益、当期末処分利益等の具体的な数値を記載したものとすること。） 

(3) 診断書の作成の要否については、あらかじめお尋ねください。 

  なお、今後５年間の事業の収支計画において、債務超過が解消出来ない場合には不許可又は許

可取消処分になる場合があります。 

 

10 事業改善計画について 
(1) 直前期に繰越損失がある場合には、事業改善計画書が必要です。 

(2) 事業改善計画書は以下の基本的事項を含むものとしてください。 

 繰越損失を解消するための事業改善計画（経営改善のための具体的な方策を記載してくださ

い。） 

事業改善計画に基づいて作成した今後５年間の収支計画書（各期の売上高、売上原価、販売費

及び一般管理費、営業外収益、営業外損益、経常利益、特別利益、特別損失、税引前当期利益、

当期利益、前期繰越利益、当期末処分利益等の具体的な数値を記載したものとしてください。） 

なお、繰越損失を解消する期間は５年以内としてください。 
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11 その他 
(1) 電子申請による申請は受付しておりません。 

(2) 優良産業廃棄物処理業者認定制度に係る更新許可申請を行う場合は、事前に御相談ください。 

(3) 法人の登記事項証明書、住民票の写し、成年被後見人、被保佐人に該当しない旨の登記事項証

明書（登記されていないことの証明書）、納税証明書、写真は、発行から３か月以内のものが有効

です。 

(4) 添付書類は添付書類一覧表の番号順にそろえて提出してください。 

(5) 更新申請は、許可期限の２か月前から行ってください。 

(6) 先行許可証（申請時より５年以内に発行された産業廃棄物処理業許可証又は産業廃棄物処理施

設設置許可証の原本で、許可証の提示による身分関係書類提出の省略をせずに受けた許可に係る

もの）を職員に提示することにより、住民票の写し、登記されていないことの証明書、法人株主

に係る法人登記事項証明書の原本の提出を省略することができます。ただし、本籍地及び本店所

在地の確認のため、住民票の写し（本籍地記載のもの。法人株主がある場合は、株主の法人登記

事項証明書。）のコピーを各人分添付してください。なお、発行の有効期限については、住民票の

写し及び株主の法人登記事項証明書の氏名、住所、本籍地等が変更になっていない場合のみ、３

か月以内に発行されたものでなくても構いません。なお、本籍地市町村に照会する必要がありま

すので、本籍及び住所の記載は正確に記載してください。 

(7) 本申請書と同時に別の申請書等を当課に提出する場合で、各申請書等の添付書類が共通である

ときは、１つの申請書等に当該書類を添付し、別の申請書等にはその旨を記載した書類を添付す

ることで、申請書等に共通する書類の添付を省略することができます。 

(8) 会社法（平成 17年法律第 86号）第２条第３号に規定する子会社が申請する場合、当該子会社

を含む連結会社に係る（連結）貸借対照表、（連結）損益計算書、（連結）株主資本等変動計算書、

個別（又は連結）注記表及び法人税納税証明書「その１ 納税額証明用」（いずれも直前３年分）

の提出を求めることがありますので、事前に御相談下さい。 

(9) 登記されていないことの証明書を提出できない場合は、当該業務を適切に行うことができる能

力を有することが確認できる書類を提出いただく必要があるため、事前に御相談ください。 

(10)行政書士による代理・代行の場合は、記名及び職印の押印が必要です。（行政書士法施行規則第

９条第２項及び第 11条） 

 

○申請手数料 

産業廃棄物処分業 

新 規     １００，０００円 

更 新      ９４，０００円 

変 更      ９２，０００円 

特別管理産業廃棄物処分業 

新 規     １００，０００円 

更 新      ９５，０００円 

変 更      ９５，０００円 

＊申請受付時に市証紙で納入していただきます。 
 

盛岡市証紙の売りさばき場所 

・市役所本庁舎（盛岡市内丸 12-2） ２階 会計課出納係 

・盛岡市保健所（盛岡市神明町 3-29）６階 岩手県食品衛生協会盛岡市支会 


